
和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１ 県は、新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる感染拡大防止や医療

提供体制を整備することを目的として、第２に規定する補助事業者が行う事業に要する経費

に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、令和５年度新型コロナウイルス感

染症緊急包括支援交付金交付要綱（令和５年９月２９日付け厚生労働省発医政 0929 第 5 号

及び厚生労働省発感0929第4号及び厚生労働省発医薬0929第81号厚生労働事務次官通知）、

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業実施要綱（令和５年９月２９日付け医政発 0929

第 23 号厚生労働省医政局長及び感発 0929 第 3号厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部

長及び医薬発0929第12号厚生労働省医薬局長連名通知）及び和歌山県補助金等交付規則（昭

和 62 年４月１日 規則第 28 号、以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（交付対象事業等）  

第２ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）、補助金の交付を受けて補

助事業を実施する者（以下「補助事業者」という。）、基準額、補助対象経費及び補助率等は、

別表に定めるとおりとする。 

  

（交付額の算定方法）  

第３ この補助金の交付額は、次により算出された額とする。ただし、算出された額に 1,000

円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

⑴ 別表の第３欄に定める基準額と、第４欄に定める補助対象経費の実支出額とを比較して

少ない方の額を選定する。ただし、第３欄に基準額の定めのない事業については、第４欄

に定める補助対象経費の実支出額を選定するものとする。  

⑵ 前号により選定された額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較

して少ない方の額に第５欄に掲げる補助率等を乗じて得た額の合計額を交付額とする。  

  

（交付の条件）  

第４ 次に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。  

⑴ 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとするときは、速やかに知事に

報告し、その承認を受けなければならないこと。  

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、速やかに知事に報告し、その承認を

受けなければならないこと。  

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は事業の遂行が困難となったときは、速や

かに知事に報告し、その指示を受けなければならないこと。  

⑷ 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により

取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 万円以上（民間団体にあっては 30 万円以上）

の機械及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭

和 30 年政令第 255 号）第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間

を経過するまでの間、知事の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、



譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならないこと。  

⑸ 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部

又は一部を県に納付させることがあること。  

⑹ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければな

らないこと。  

⑺ 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならないこ

と。  

⑻ 補助事業に係る証拠書類等の保存については、次のとおりとすること。  

ア 補助事業者が地方公共団体の場合  

補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するとともに、補助

事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ当該調書及び証拠書類を事業

が完了する日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。  

イ 補助事業者が地方公共団体以外の場合 

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について

証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日（補助事業の中止又

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保

管しておかなければならない。  

⑼ この補助金に係る対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならないこと。 

⑽  補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補助に係る消費税及び地 

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は、 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第１号）により速やかに知事に報 

告しなければならないこと。なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又 

は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は 

本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合 

等の申告内容に基づき報告を行なわなければならないこと。  

⑾ 前号の報告があった場合には、知事は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

の全部又は一部を県に納入させることがあること。  

  

（交付申請書の様式等）  

第５ 規則第４条に規定する申請書（様式第２号）に添付すべき書類の様式等は、次のとおり

とし、知事が別に定める日までに提出するものとする。  

事業の区分 添付書類 様式 

ⅰ）補助金の交付申請の日

において既に完了して

いる事業 

（１）経費所要額精算書 （別紙（２）） 

（２）基準額算出内訳及び対象経費実

支出額内訳 

（別添（２）） 

（３）歳入歳出決算（見込）書の抄本  

（４）契約書等支出証拠書類  

（５）検収調書の写し  



（６）法人の場合、役員名簿  

（７）設置場所を示す平面図  

（８）第４第４号に規定する財産を購

入またはリース等により使用した

場合、納品後の写真 

 

（９）その他知事が必要と認める書類  

ⅱ）補助金の交付申請の日

において未了である事

業 

※第１５によりやむを得 

ず概算払とする場合のみ 

（１）経費所要額調 （別紙（１）） 

（２）基準額算出内訳及び対象経費支

出予定額内訳 

（別添（１）） 

（３）歳入歳出予算（見込）書の抄本  

（４）法人の場合、役員名簿  

（５）設置予定場所を示す平面図  

（６）補助対象医療機器等の見積書、

カタログ及び設置場所を示す平面

図等 

 

（７）その他知事が必要と認める書類  

 

 （交付の決定）  

第６ 知事は、第５の申請があったときは、その内容を審査し、申請内容が適当であると認め

るときは 補助金の交付を決定し、その旨を補助事業者に通知するものとする。  

２ 知事は、前項の決定をする場合において、必要に応じ条件を付することができる。  

  

（軽微な変更の範囲）  

第７ 第４第１号に規定する軽微な変更とは、補助金額の増額を伴わず、かつ、次に掲げるい

ずれかの変更をいう。  

⑴ 事業内容の著しい変更とならない場合  

⑵ 事業内容に変更が無く、入札減などやむを得ない事由により補助金額を減額する場合  

  

（変更の申請等）  

第８ 第４の規定による承認の申請は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める書類

を提出して行うものとする。  

⑴ 補助事業の内容の変更をしようとするとき  

  和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業変更承認申請書（様式第３ 

号）  

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき  

  和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業中止（廃止）承認申請書（様 

式第４号）  

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき  

  和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業完了期間延長承認申請書 

（様式第５号）  

  



（変更等の承認）  

第９ 知事は、第８各号の変更等の申請があったときは、その内容を審査し、申請内容が適当

であると認めるときは、補助事業者に通知するものとする。  

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条件

を付することができる。  

  

 （交付申請の取下げ）  

第 10 規則第８条第１項の規定による交付申請の取下げは、和歌山県新型コロナウイルス感

染症医療提供体制設備整備事業補助金交付申請取下書（様式第６号）を、当該補助金の交付

決定を受けた日から 15日以内に提出して行うものとする。  

２ 前項の申請の取下げがあったときは、当該申請に係る交付決定はなかったものとみなす。  

  

（実績報告）  

第 11 規則第 13 条第１項に規定する実績報告書（様式第７号）に添付すべき書類の様式等は、

次のとおりとし、補助事業が完了した日（第８第２号の規定により補助事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合には、当該承認通知を受けた日）の翌日から起算して 25 日を経過した

日又は補助事業が完了した日の属する年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い日に知事に

提出するものとする。  

実績報告書の提出を要

する事業 

添付書類 様式 

第５の表の事業の区分

の欄のⅱ）に該当する事

業（同表の区分の欄の

ⅰ）に該当する事業は含

まない。） 

（１）経費所要額精算書 （別紙（２）） 

（２）基準額算出内訳及び対象経費実

支出額内訳 

（別添（２）） 

（３）歳入歳出決算（見込）書の抄本  

（４）契約書等支出証拠書類  

（５）検収調書の写し  

（６）設置場所を示す平面図  

（７）第４第４号に規定する財産を購

入またはリース等により使用した場

合、納品後の写真 

 

（８）その他知事が必要と認める書類  

 

（額の確定）  

第 12 第 11 の実績報告書の提出があった場合において、その内容の審査及び必要に応じて行

う検査の結果、適当と認めるときは交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する

ものとする。  

 

（交付申請の日以前に完了した事業の取扱い） 

第 13 補助金の交付申請の日以前に完了した事業の実績報告については、規則第１３条の規 

定にかかわらず、規則第４条に規定する補助金の交付申請により当該実績報告があったもの

とみなす。 



２ 交付申請の日以前に完了した事業に係るこの補助金の額の確定は、規則第１４条の規定に

かかわらず、規則第５条の規定により補助金の交付決定により当該補助金の額の確定を行っ

たものとみなす。 

 

（請求書の省略）  

第 14 規則第１６条の規定による補助金等交付請求書手続きは省略することができる。  

  

（概算払）  

第 15 知事は必要があると認めるときは、補助金の全部又は一部を概算払により交付するこ

とができる。 

２ 第１項の規定により補助金の概算払を受けている場合において、概算払を受けた額が補助

金の額の確定額を超える場合は、補助事業者は、その差額を返還しなければならない。  

  

（申請書等の提出部数）  

第 16 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類は、１部とする。  

 

（その他）  

第 17 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に必要な事項は、別に定める。 

  

附則 

この要綱は、令和２年７月２１日から施行し、令和２年度の補助金から適用する。  

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度の補助金から適用する。 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 

この要綱は、令和４年１０月１日から施行し、令和４年度の補助金から適用する。 

この要綱は、令和５年４月５日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。 

この要綱は、令和５年５月８日から施行し、令和５年５月８日から適用する。 

この要綱は、令和５年１０月１日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 



別表（第2関係）

１ 事業名 ２ 補助事業者 ３ 基準額 ４ 補助対象経費 ５ 補助率等
新型コロナ
ウイルス感
染症患者等
入院医療機
関等設備整
備事業（旧
新型コロナ
ウイルス感
染症患者等
入院医療機
関設備整備
事業）

新型コロナウイ
ルス感染症患者
を受け入れた実
績があり、G-MIS
上に実績及び受
入可能病床数等
の入力を行う新
型コロナウイル
ス感染症患者入
院医療機関の開
設者

①入院施設の新設、増設に伴う初度設備を
購入するために必要な需要品(消耗品)及び
備品購入費
　133,000円×知事が必要と認めた病床数

②人工呼吸器及び付帯する備品
　5,000,000円×知事が必要と認めた台数

③個人防護具 (マスク、ゴーグル、ガウ
ン、グローブ、キャップ、フェイスシール
ド)
　3,600円×知事が必要と認めた人数分

④簡易陰圧装置
4,320,000円×知事が必要と認めた病床

数

⑤簡易ベッド
　51,400円×知事が必要と認めた台数

⑥体外式膜型人工肺及び付帯する備品
　21,000,000円×知事が必要と認めた台数

⑦簡易病室及び付帯する備品
　知事が必要と認めた額

⑧ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機
（陰圧対応が可能なものに限る。）
　１施設あたり905,000円

⑨ＨＥＰＡフィルター付きパーテーション
　205,000円×知事が必要と認めた台数

新型コロナウイルス感
染症患者を受け入れる
入院医療機関として必
要な次の経費

①入院施設の新設、増
設に伴う初度設備を購
入するために必要な需
要品(消耗品)及び備品
購入費

②人工呼吸器及び付帯
する備品

③個人防護具

④簡易陰圧装置

⑤簡易ベッド

⑥体外式膜型人工肺及
び付帯する備品

⑦簡易病室及び付帯す
る備品

⑧ＨＥＰＡフィルター
付き空気清浄機（陰圧
対応が可能なものに限
る。）

⑨ＨＥＰＡフィルター
付きパーテーション

10/10以内

外来対応医
療機関設備
整 備 事 業
（ 旧 帰 国
者・接触者
外来等設備
整備事業）

新型コロナウイ
ルス感染症患者
を診療した実績
がある外来医療
機関の開設者

①ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機
（陰圧対応が可能なものに限る。）
　１医療機関あたり905,000円

②ＨＥＰＡフィルター付きパーテーション
　205,000円×知事が必要と認めた台数

③個人防護具 (マスク、ゴーグル、ガウ
ン、グローブ、キャップ、フェイスシール
ド)
　3,600円×知事が必要と認めた人数分

④簡易ベッド
　51,400円×知事が必要と認めた台数

⑤簡易診療室及び付帯する備品
　知事が必要と認めた額

外来対応医療機関を運
営するために必要な次
の経費

①ＨＥＰＡフィルター
付き空気清浄機 （陰
圧対応が可能なものに
限る。）

②ＨＥＰＡフィルター
付きパーテーション
　
③個人防護具

④簡易ベッド

⑤簡易診療室及び付帯
する備品

10/10以内



（様式第１号） 

 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

番  号 

令和  年  月  日 

 

 

和歌山県知事 様 

 

補助事業者  

（所在地） 

（名称・代表者）           

 

 

 令和  年  月  日  第  号で交付決定を受けた令和  年度和歌山県新型コロ

ナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業補助金について、交付決定通知により付された

条件に基づき、次のとおり報告します。 

  

記 

 

 

１ 施設の種類及び名称 

 

 

２ 規則第１４条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

 

                                                    金        円 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控 除税

額（要補助金等返還相当額） 

 

                                                    金        円 

 

４ 添付書類 

    記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、 

特定収入の割合を確認できる資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第２号） 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業補助金交付申請書 

 

第  号 

令和  年  月  日 

 

和歌山県知事 様 

 

補助事業者 

（所在地） 

（名称・代表者）             

 

 

 令和  年度における和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業を下

記のとおり実施したいので、補助金     円の交付について、関係書類を添えて申請し

ます。 

 なお、この申請に当たり同規則第５条の２に規定する補助金等の交付の除外要件に該当す

ることが判明した場合又は同規則第１０条第２項の規定に違反した場合には、同規則第１７

条に基づき補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消されても、何ら異議の申立てを行

いません。 

 

記 

 

１ 事業名 

  ○○○○事業 

 

２ 関係書類 

 第５ⅰ）の場合 第５ⅱ）の場合 

（１） 経費所要額精算書（別紙（２）） 経費所要額調（別紙（１）） 

（２） 基準額算出内訳及び対象経費実支出額内

訳（別添（２）） 

基準額算出内訳及び対象経費支出予定額

内訳（別添（１）） 

（３） 歳入歳出決算（見込）書の抄本 歳入歳出予算（見込）書の抄本 

（４） 契約書等支出証拠書類 役員名簿 

（５） 検収調書の写し 設置予定場所を示す平面図 

（６） 役員名簿 見積書及びカタログ 

（７） 設置場所を示す平面図 その他知事が必要と認める書類 

（８） 納品後の写真  

（９） その他知事が必要と認める書類  

 

 

 



（様式第３号） 

 

 

和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業変更承認申請書 

 

第  号 

令和  年  月  日 

 

和歌山県知事 様 

 

補助事業者 

（所在地） 

（名称・代表者）            

 

 

 令和  年  月  日付け健第  号で補助金の交付決定があった令和  年度和歌山

県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業の事業計画を下記のとおり変更した

いので、承認願います。 

 

記 

 

１ 事業名 

  ○○○○事業 

 

２ 交付申請額 

変更後の申請額 千円 

交付決定額 千円 

差引増減額 千円 

※変更後の申請額の積算根拠となる「経費所要額調（別紙１）」を添付のこと。 

 

３ 変更の内容 

変更前 変更後 

  

 

 

４ 変更理由 

 

 

５ 添付書類 

⑴ 歳入歳出予算（見込）書の抄本 

⑵ 補助対象医療機器等の見積書及びカタログ 

⑶ その他参考となる書類 

 

 

 



（様式第４号） 

 

 

和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

第  号 

令和  年  月  日 

 

和歌山県知事 様 

 

補助事業者  

（所在地） 

（名称・代表者）            

 

 

 令和  年  月  日付け健第  号で補助金の交付決定があった令和  年度和歌山

県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業について、下記のとおり中止（廃止）

を承認願います。 

 

記 

 

１ 事業名 

  ○○○○事業 

 

 

２ 事業中止（廃止）の理由 

 

 

 

３ 事業の進捗状況 

 

 

 

４ 事業を中止する期間 

 

 

 

５ 事業実施の見通し 

 

 

 

 

（※ 廃止の場合、３以下は記載不要） 

 

 

 

 



（様式第５号） 

 

 

和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業完了期間延長承認申請書 

 

第  号 

令和  年  月  日 

 

和歌山県知事 様 

 

補助事業者 

（所在地） 

（名称・代表者）            

 

 

 令和  年  月  日付け健第  号で補助金の交付決定があった令和  年度和歌山

県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業について、下記のとおり完了期間の

延長を承認願います。 

 

記 

 

１ 事業名 

  ○○○○事業 

 

２ 事業が予定期間内に完了しない理由 

 

 

 

３ 事業の進捗状況 

 

 

 

４ 事業期間延長後の完了予定期日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第６号） 

 

 

和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業補助金交付申請取下書 

 

第  号 

令和  年  月  日 

 

和歌山県知事 様 

 

補助事業者 

（所在地） 

（名称・代表者）           

 

 

 令和  年  月  日付け健第   号で補助金の交付決定があった令和  年度和歌

山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業に係る交付申請を下記の理由によ

り取り下げます。 

 

記 

 

１ 事業名 

  ○○○○事業 

 

２ 交付申請取下げの理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第７号） 

 

 

和歌山県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業補助金実績報告書 

 

第  号 

令和  年  月  日 

 

  和歌山県知事 様 

 

補助事業者  

（所在地） 

（名称・代表者）           

 

 

 令和  年  月  日付け健第  号で補助金の交付決定があった令和  年度和歌山

県新型コロナウイルス感染症医療提供体制設備整備事業を下記のとおり実施したので、関係

書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 事業名 

  ○○○○事業 

 

２ 補助金精算額 

  金          円 

 

３ 経費所要額精算書 

  （別紙（２）のとおり） 

 

４ 関係書類 

⑴  基準額算出内訳及び対象経費実支出額内訳（別添（２）） 

⑵  歳入歳出決算（見込）書の抄本 

⑶  契約書等支出証拠書類 

⑷  検収調書の写し 

⑸  設置場所を示す平面図 

⑹  納品後の写真 

⑺  その他知事が認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙（１）

（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　）

総事業費
寄附金その他

の収入額
差引額

(Ａ)－(Ｂ)
対象経費の
支出予定額

基準額 選定額 補助基本額 補助所要額

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (G) (H)

円 円 円 円 円 円 円 円

（注）１　「区分」欄には、交付の対象となる事業の名称を記載してください。

　　　２　「選定額」欄には、(Ｄ)と(Ｅ)とを比較して少ない方の額を記入してください。

　　　３　「補助基本額」欄には、(Ｃ)と(Ｆ)とを比較して少ない方の額を記入してください。

 　　 ４　基準額算出内訳及び対象経費支出予定額内訳については、別添（１）により作成すること。

経費所要額調

区　分 備　考



別添（１）

補助事業者名

員　数 単　価 金　額 規　格 数　量 単　価 金　額
円 円 （型式） 円 円

（注）1　備考欄には、施設か所数、県費補助病床数、入所定員数、通所定員数並びに施設別の品目及び数量を記入するとともに必要に応じて設置
理由、用途等参考となる事項を具体的に記入すること。

基 準 額 算 出 内 訳 及 び 対 象 経 費 支 出 予 定 額 内 訳

種　目 品　目
基 準 額 対 象 経 費 支 出 予 定 額

備　　考



別紙（２）

（補助事業者名　　　　　　　　　　　　　）

総事業費
寄附金その他

の収入額
差引額

(Ａ)－(Ｂ)

対象経費の
支出額

基準額 選定額 補助基本額 補助所要額

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (G) (H)

円 円 円 円 円 円 円 円

（注）１　「区分」欄には、交付の対象となる事業の名称を記載してください。

　　　２　「選定額」欄には、(Ｄ)と(Ｅ)とを比較して少ない方の額を記入してください。

　　　３　「補助基本額」欄には、(Ｃ)と(Ｆ)とを比較して少ない方の額を記入してください。

      ４　 基準額算出内訳及び対象経費実支出額内訳については、別添（２）により作成すること。

区　分

経費所要額精算書

備考



別添（２）

補助事業者名

員　数 単　価 金　額 規　格 数　量 単　価 金　額
円 円 （型式） 円 円

（注）1　備考欄には、施設か所数、県費補助病床数、入所定員数、通所定員数並びに施設別の品目及び数量を記入するとともに必要に応じて設置
理由、用途等参考となる事項を具体的に記入すること。

基 準 額 算 出 内 訳 及 び 対 象 経 費 実 支 出 額 内 訳

種　目 品　目
基 準 額 対 象 経 費 実 支 出 額

備　　考


